
川崎市幼稚園型一時預かり事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、児童の福祉の向上を図ることを目的に、保育所等を利用していない家

庭における日常生活上の突発的な事情や社会参加等により一時的に家庭での保育が困難

となる場合の対応として、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚

園又は就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１

８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園が、子ども・子育て支援法（平

成２４年法律第６５号）第５９条第１０号に基づく幼稚園型一時預かり事業（以下「事業」

という。）を円滑に実施するため、必要な事項を定めるものとする。 

 

（事業主体及び場所） 

第２条 この事業の主体は、当該事業を実施する幼稚園又は認定こども園（以下「幼稚園等」

という。）とする。 

２ この事業は、当該幼稚園等において実施することとする。 

 

（事業内容） 

第３条 幼稚園等がこの要綱に基づいて実施する事業の内容は、幼稚園等が園則で規定し

ている教育時間の前後、長期休業日又はそれ以外の休業日に、保護者の希望により在園児

等の保育を行うこととする。 

２ 前項の長期休業日（以下「長期休業日」という。）とは、幼稚園等が個別に定める学年

始、夏季、冬季及び学年末の休業日で、次に掲げる日以外の日をいう。 

（１）日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

（２）１２月２９日から翌年の１月３日までの日のうち、前号に掲げる日を除く日 

 

（事業実施の要件） 

第４条 この事業を実施するための条件については、次の各号のとおりとする。 

（１）職員配置 

ア 原則として、川崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年

川崎市条例第５６号。以下「条例」という。）第４７条第２項に規定する保育所にお

ける保育士の配置数に準じ、本事業の対象となる園児の年齢及び人数に応じた専任

の職員を配置すること。 

イ 前号により配置する専任の職員は、その３分の１以上を幼稚園教諭又は保育士（３

歳未満児の保育を行う場合は保育士）とし、幼稚園教諭又は保育士以外の専任職員を

配置する場合については、次の（ア）から（オ）までに掲げる者とする。このうち、

（イ）から（オ）までに掲げる者を配置する場合には、園内研修を定期的に実施する



こと等により、預かり業務に従事する上で必要な知識、技術等を十分に身につけさせ

ること。 

（ア）「子育て支援員研修事業の実施について」（令和６年３月 30 日こ成環第 111 号、

こ支家第 189 号こども家庭庁成育局長、こども家庭庁支援局長通知）の別紙「子

育て支援員研修事業実施要綱」の５（３）アに定める基本研修及び５（３）イ（イ）

に定める「一時預かり事業」又は「地域型保育」の専門研修を修了した者 

（イ）小学校教諭普通免許状所有者 

（ウ）養護教諭普通免許状所有者 

（エ）幼稚園教諭教職課程又は保育士養成課程を履修中の学生で、幼児の心身の発達 

や幼児に対する教育・保育に係る基礎的な知識を習得していると認められる者 

（オ）幼稚園教諭、小学校教諭又は養護教諭の普通免許状を有していた者（教育職員 

免許法（昭和２４年法律第１４７号）第１０条第１項又は第１１条第４項の規定に

より免許状が失効した者を除く。） 

ウ 当該事業に専任する職員は、次の職員と兼ねることはできない。 

（ア）「特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、特別利用地

域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基

準等」（平成２７年内閣府告示第４９号）に基づき算定される費用において配置さ

れている職員 

（イ）子ども・子育て支援法における確認を受けない幼稚園において私学助成経常費補

助の範囲で設置されている職員 

  エ 前号（ア）及び（イ）の職員について、次の場合においては、兼務職員として当該

事業の職員配置数に算入することができる。 

（ア）常勤職員については、通常勤務する日において勤務時間が８時間を超える時間帯

及び休日に当該業務に従事する場合。また、長期休業期間中の通常勤務する日にお

ける８時間を超えない時間帯についても、幼稚園等の業務と必ずしも重複しない

時間（教育課程時間相当）については、職員配置数に算入することができる。 

  （イ）非常勤職員等については、勤務する日において勤務時間が８時間を超える時間帯

及び休日に当該業務に従事する場合。また、通常勤務する日における８時間を超え

ない時間帯についても、上記ウ（ア）又は（イ）の業務との区分を雇用契約や職務

命令等により明確にした上で、職員配置数に算入することができる。 

オ 専任の職員は、原則として常時２名以上配置しなければならない。ただし、アによ

り算出される必要職員数が１名の場合においては、幼稚園と一体的に事業を実施し、

かつ、幼稚園等の職員（幼稚園教諭又は保育士）からの支援を受けられる場合は、専

任職員を１名配置すればよいものとする。 

（２）事業を実施するための設備 

ア 条例第４５条の規定に準じ、当該事業の対象となる幼児の年齢及び人数に応じて、



必要な設備（調理室及び屋外遊戯場を除く。）を設けること。 

イ 食事の提供を行う場合においては、当該施設において行うことが必要な調理のた

めの加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えること。 

（３）当該事業を実施する幼稚園等は、所在する都道府県が実施する私立幼稚園預かり保育

推進費補助金、その他補助金等（私立幼稚園預かり保育推進費補助金と同内容のものを

含む。）を受けることはできない。 

 

（対象となる園児等） 

第５条 当該事業の対象となる子どもは、原則として、事業を実施する幼稚園等に在園する

者とする。また、第１５条に規定する各補助金額単価の対象となる子どもは、幼稚園等と

の間で一時預かりに係る利用者登録や利用契約の締結等がなされ、該当日についても申

込等を行った上で一時預かりを利用している者とする。 

２ 前項における、「事業を実施する幼稚園等に在園する者」（以下「園児」という。）とは、

子ども・子育て支援法第２７条による確認を受けた幼稚園等においては、同法第１９条第

１号の認定を川崎市から受けている園児とする（本市の保育認定を受け当該幼稚園に在

園する園児〔特例給付〕を含む。）。また、子ども・子育て支援法による確認を受けない幼

稚園においては、学校教育法第２６条に定める幼稚園に入園できる者として、当該幼稚園

に在園している者とする。 

３ 当該事業を実施する幼稚園等に在籍していない子ども（本市に住民登録のある者に限

る。）で、保護者が希望し、かつ幼稚園等が認めた者についても対象とすることができる

が、その場合においては、事前に本市と協議した上で、必要に応じ、別に定める方法によ

り、手続きを行うこととする。 

 

（事業実施申請） 

第６条 事業の実施を希望する幼稚園等は、川崎市幼稚園型一時預かり事業実施申請書（第

１号様式）に必要な書類を添付して、市長に提出することとする。 

 

（事業実施認定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、この要綱等に基づき審査を行い、事業を実施

することが適切であると認めた場合は、川崎市幼稚園型一時預かり事業実施認定通知書

（第２号様式）により、必要な条件を付して、申請した者に通知する。 

２ 市長は、前項に基づく審査の結果、事業実施の条件等に満たない場合は申請した者に対

して必要な是正を求めるものとし、当該是正指導に従わない等、事業を実施すべきでない

と認めたときは、その旨を、理由を付して、文書により通知する。 

３ 決定の期間は、決定した年度の３月３１日までとするが、申請した者から継続しない旨

の申し出がない限り、翌年度に継続するものとする。 



（事業の利用申請） 

第８条 事業を利用しようとする保護者は、事業を実施する幼稚園等の定めるところによ

り、当該幼稚園等に申請を行うものとする。 

 

（事業の利用決定） 

第９条 事業の利用申請を受けた幼稚園等の長は、この要綱等に基づき審査を行い、利用の

承認を決定したときは、当該幼稚園等の定めるところにより保護者に通知する。 

 

（利用決定の取消） 

第１０条 事業を実施する幼稚園等の長は、次のいずれかに該当するときは、前条の決定を

取り消すことができる。 

（１）対象となる園児の要件に該当しなくなったとき。 

（２）虚偽の申請その他不正な手段により利用したとき。 

（３）やむを得ない理由により当該園児の保育を継続することが困難と認められるとき。 

 

（園児の健康状態の把握） 

第１１条 事業を実施する幼稚園等の長は、申請時に園児の健康状態を十分に聴取する等、

園児の保育に支障がないように留意する。 

 

（事業実績の報告） 

第１２条 事業を実施する幼稚園等の長は、対象となる園児の利用状況を、川崎市幼稚園型

一時預かり事業実績報告書（第３号様式）により、別に定める日までに市長に報告するも

のとする。 

 

（利用料の徴収） 

第１３条 事業を実施する幼稚園等は、事業を実施するために必要な経費の一部を保護者

の負担として、利用料を徴収することができるものとし、その徴収方法及び金額をあらか

じめ定めなければならない。 

 

（補助の対象経費） 

第１４条 補助金の交付の対象となる経費は、事業を実施するにあたって必要となる人件

費及び保育経費とする。 

 

（補助金額） 

第１５条 本市が事業を実施する幼稚園等に支払う補助金額は、次の各号に掲げる利用区

分に応じた園児一人当たりの基準単価及び基準単価に加算する単価（以下「加算単価」と



いう。）の合算額に、当該事業を利用した園児数を乗じて得た額の合計額とする。 

（１）基本分（第８号に該当する園児を除く。） 幼稚園等が園則で規定している教育時間

の前後（以下「教育時間前後」という。）並びに長期休業日及びそれ以外の休業日（次

号に掲げる日を除く。この条において同じ。）に実施する事業を対象として、教育時間

前後にあっては、教育時間と一時預かり時間を合計して８時間以上を確保する体制を

整えたうえで一時預かりを実施した場合に適用し、長期休業日及びそれ以外の休業日

にあっては、一時預かりを８時間以上実施できる体制を整えたうえで事業を実施した

場合に適用し、基準単価は、別表第１に定める額とする。ただし、教育時間前の一時預

かりの開始時間が午前７時３０分以前である場合は、実施した預かり時間にかかわら

ず、第５条第１項に基づき教育時間前に利用する者について適用するものとする。 

（２）休日分（第８号に該当する園児を除く。） 土曜日並びに第３条第２項第１号及び第

２号に規定する日に事業を実施する場合を対象として、一時預かりを８時間以上実施

できる体制を整えたうえで事業を実施した場合に適用し、基準単価は、別表第１に定め

る額とする。 

（３）長時間加算（第８号に該当する園児を除く。） 前２号において、実際の預かり時間

が、平日にあっては８時間（教育時間を含む。）、長期休業日にあっては４時間を超過し

た場合に適用し、加算単価は、別表第１に定める額とする。 

（４）長期休業日加算Ⅰ 長期休業日に事業を実施し、実際の預かり時間が８時間未満とな

る場合に適用し、加算単価は、別表第１に定める額とする。ただし、第８号が適用とな

る場合は、当該加算は行わない。 

（５）長期休業日加算Ⅱ 第１号及び第２号により事業を実施する際、教育時間前後にあっ

ては教育時間と一時預かり時間を合計して１日当たり１１時間以上（午前７時３０分

から午後６時３０分までを含む。）、次のアからウまでに掲げる日を除いて事業を実施

できる体制がある場合に適用し、加算単価は、別表第１に定める額とする。ただし、第

８号が適用となる場合は、当該加算は行わない。 

  ア 土曜日 

  イ 第３条第２項第１号及び第２号に規定する日 

  ウ 夏季における長期休業日のうち幼稚園等が定める５日間 

（６）就労家庭児童等受入加算 前５号に加え、第１号及び第２号により事業を実施する幼

稚園等が、実施時間、実施日数等について、次のア又はイの要件を満たした上で、ウ及

びエの要件を満たす場合は別表第２（１）に定める額、次のア又はイの要件を満たした

上で、ウ及びオの要件を満たす場合は別表第２（２）に定める額を加算する。 

  ア 午前７時３０分から午後７時の間で１１時間以上一時預かりを実施すること。 

  イ 平日及び長期休業中の双方において、原則９時間以上（平日は教育時間を含む）の

一時預かりを実施し、休日において４０日以上の一時預かりを実施すること。 

ウ 年間を通じて、延べ預かり保育利用園児数が２，００１人以上であること。 



  エ 第４条第１項第１号アにより配置する専任の職員は、すべて幼稚園教諭又は保育

士とすること。 

  オ 第４条第１項第１号アにより配置する専任の職員は、概ね２分の１以上を幼稚園

教諭又は保育士とすること。 

（７）就労支援型施設加算 次のア及びイの要件を満たした上で、ウからオまでの要件のい

ずれかを満たす場合は別表第３に定める額を加算する。 

ア 平日及び長期休業中の双方において、８時間以上（平日については教育時間を含

む。）の預かりを実施していること。 

イ 本事業の事務を担当する職員を追加で配置すること。ただし、当該職員については

第４条第１項第１号ウ及びエを適用する。 

ウ 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準（平成 26 年内閣

府令 39 号）第 42 条に規定されている連携施設となっていること。 

エ ３以上の自治体から園児を受け入れていること。 

オ 第４項に定める満３歳未満児の預かりを実施していること。 

（８）特別な支援を要する園児分 在籍する幼稚園等における教育時間内において特別な 

支援を要するとして、都道府県等による補助事業等の対象となっている園児一人当た 

りに対して別表４に定める額とする。 

２ 非在園児を対象として事業を実施する場合（第４項に該当する場合を除く。）の幼稚園

等に支払う補助金額については、幼稚園等が第５条第３項の手続きを行い、一時預かりを

８時間以上実施できる体制を整えたうえで事業を実施した場合に、別表第５に定める額

とする。 

３ 第１項第１号から第３号及び第７号並びに前項に規定する基準単価及び加算単価分に

係る補助金額の１園当たりの年間総額の上限額は、１０，２２３，０００円とする。ただ

し、第１項第１号のうち長期休業日における月曜日から金曜日まで（祝日を除く。）に８

時間以上預かりを実施した場合の基準単価（８００円）、第３号に該当した場合の加算単

価（１００円から４５０円まで）、第７号に該当した場合の年額及び前項に定める非在園

児の預かりにおいて長時間加算を適用した場合の加算単価を適用し上限を超えた場合は

この限りではない。 

４ 満３歳未満児の預かりを行う場合は、「一時預かり事業の実施について」（令和４年２月

１０日３文科初第２０８０号、子発０２１０第６号文部科学省初等中等教育局長、厚生労

働省子ども家庭局長連名通知）４（３）及び、別表第６に基づき補助を行うものとし、併

せて、次の各号に定める要件を満たすものとする。 

 （１）午前９時から午後３時までを含む６時間以上の実施体制を確保すること。 

 （２）週に４日以上を実施する体制を確保すること。ただし、夏季における長期休業日の

うち幼稚園等が定める５日間は休園可とする。 

 （３）給食については、自園調理又は外部搬入により、毎日提供すること。 



 （４）利用者負担額については、保育標準時間認定は月額５０，０００円、保育短時間認

定は月額４９，０００円までの範囲で、当該預かりを実施する幼稚園が定めること。

また、川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例

（平成２６年川崎市条例第３６号）第１３条第４項の規定を準用し、実費徴収可とす

る。 

 

（補助金の申請） 

第１６条 この要綱に定める補助金の交付を受けようとする幼稚園等は、別に定める日ま

でに、川崎市幼稚園型一時預かり事業補助金交付申請書（第４号様式）を市長に提出する

ものとする。 

 

（補助金の交付決定） 

第１７条 市長は、前条の申請を受理したときは、その内容を審査し、速やかに補助金の交

付を決定し、川崎市幼稚園型一時預かり事業補助金交付決定通知書（第５号様式）により

申請した者に対して通知するものとする。 

 

（請求） 

第１８条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた幼稚園等は、別に定める日まで

に、川崎市幼稚園型一時預かり事業補助金交付請求書（第６号様式）により、市長に請求

するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第１９条 市長は、前条の規定により請求があったときは、当該請求の内容を審査し、補助

金を交付するものとする。 

 

（調査等） 

第２０条 市長は、必要があると認めるときは、当該事業を実施する幼稚園等に対して、関

係資料の提出を求め、又は必要な調査を行うことができる。 

 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第２１条 市長は、補助金の交付を受けた者が、次のいずれかに該当すると認めるときは、

補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すとともに、当該取消しに係る部分に関し、

既に補助金が交付されているときは、期間を定めて、その返還を命ずるものとする。 

（１）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金を他の用途に使用したとき。 

（３）補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令等に基づき市長が行っ



た指示若しくは命令に違反したとき。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第２２条 補助金の交付を受けた幼稚園等は、事業完了後に消費税及び地方消費税の申告

により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、消費

税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（第７号様式）により、速やかに市長に報告

しなければならない。ただし、幼稚園等が全国的に事業を展開する組織の一支部、一支社、

一支所等であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部、本社、本所等が消

費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部、本社、本所等の課税売上割合等の

申告に基づき報告を行うものとする。 

２ 前項の報告があった場合には、補助金の交付を受けた幼稚園等は、前項の仕入控除税額

から補助金の額の確定時に減額した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を控除し

た額を返還するものとする。 

 

（書類の整備等） 

第２３条 この補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした

帳簿を備え、かつ当該収入及び支出についての証拠書類を整備保管しておかなければな

らない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する市の会計年度

の翌年度から、５年間保管しなければならない。 

 

（補則） 

第２４条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関して必要な事項は、こども未来局

長が別に定めるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年７月２０日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１８日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年１１月１５日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

附 則 



この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和３年７月２日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

  附 則 

この要綱は、令和４年４月２６日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

  附 則 

この要綱は、令和６年５月２４日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年７月９日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ 改正前の要綱の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、当分の間、必

要な個所を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。 

 



別表第１（第１５条関係） 

在園児の預かり（園児一人あたり日額） 
   

 

（単位：円） 

預かり時間等 

基準単価 加算単価 

基本分 

（第１号） 

休日分 

（第２号） 

長時間

加算 

（第３号） 

長期休業

日 

加算Ⅰ 

（第４号） 

長期休業

日 

加算Ⅱ 

（第５号） 

長期休業日を除く 

月曜日～金曜日 

（右の時間は教育 

時間を含む。） 

８時間以下 

440 

（※２） 

    

８時間超１０時間未満  150   

１０時間以上１１時間

未満 
 300   

１１時間以上  450   

土曜日、日曜日 

及び祝日（※１） 

８時間以下  

800 

  

200 

（※３） 

８時間超１０時間未満  150  

１０時間以上１１時間

未満 
 300  

１１時間以上  450  

長期休業日に 

おける月曜日 

～金曜日 

（祝日を除く。） 

４時間以下 

４４０ 

（※４） 

  400  

４時間超６時間未満  100 300  

６時間以上７時間未満  200 200  

７時間以上８時間未満  300 100  

８時間 

８８０ 

（※５） 

   

200 

８時間超１０時間未満  150  

１０時間以上１１時間

未満 
 300  

１１時間以上  450  

※１ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

※２ 年間延べ利用園児数が２，０００人以下の施設にあっては、１，６００，０００円を年間延べ利用園児数で除した金

額から４００円を差し引いた金額（１０円未満切捨て）とする。 

※３ 長期休業日に限る。 

※４ 年間延べ利用園児数が２，０００人以下の施設にあっては、４００円とする。 

※５ 年間延べ利用園児数が２，０００人以下の施設にあっては、８００円とする。 



別表第２（第１５条関係）    

 （１）第１５条第１項第６号ア又はイの要件を満たした上で、ウ及びエ

の要件を満たす場合の補助金額（1 園当たり年額） 
2,892,400 円 

 
（２）第１５条第１項第６号ア又はイの要件を満たした上で、ウ及びオ

の要件を満たす場合の補助金額（１園あたり年額） 
1,446,200 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第３（第１５条関係）（１か所当たりの年額）    

 第１５条第１項第７号の配置月数（１月に満たない端数を生じた

ときは、これを１月とする。）が６月以上の場合 
1,383,200 円 

 
第１５条第１項第７号の配置月数（１月に満たない端数を生じた

ときは、これを１月とする。）が６月未満の場合 
 691,600 円 

別表第４（第１５条関係）（園児一人当たり日額）    

 預かり日 加算単価 

 長期休業日を除く月曜日～金曜日 ４，０００円 

 土曜日、日曜日及び祝日 ８，０００円 

 長期休業日における月曜日～金曜日（祝日を除く。） ８，０００円 



 

 

別表第５（第１５条関係）（園児一人あたり日額） （単位：円） 

預かり時間等 

非在園児の預かり（第２項） 

基準単価 加算単価 

基本分 長時間加算 
長期休業日 

加算Ⅱ 

８時間以下 

800 

 

200 

（※） 

８時間超１０時間未満 150 

１０時間以上１１時間未満 300 

１１時間以上 450 

※ 第１５条第１項第５号の要件を満たす幼稚園等が、長期休業日の預かりを実施した場合に加算する。 

別表第６（第１５条関係）（園児一人あたり日額）    （単位：円） 

預かり時間等 

２歳児 １歳児 ０歳児 

利用園児数が年間延べ

1,500 人以上の施設 

利用園児数が年間延べ

1,500 人未満の施設 
  

基準単価 加算単価 基準単価 加算単価 基準単価 加算単価 基準単価 基準単価 

基本分 長時間加算 基本分 長時間加算 基本分 長時間加算 基本分 長時間加算 

８時間以下 

2,650 

 

2,250 

 

2,250 

 

4,500 

 

８ 時 間 超 １ ０

時間未満 
330 280 280 560 

１０時間以上

１１時間未満 
660 560 560 1,120 

１１時間以上 990 840 840 1,680 









第４号様式 

年  月  日  

川 崎 市 長  様 

 

法人所在地                    

法 人 名                    

代表者名                     

 

川崎市幼稚園型一時預かり事業補助金交付申請書 

 

 川崎市幼稚園型一時預かり事業補助金交付要綱第１６条の規定により、川崎市幼稚園型

一時預かり事業補助金の交付について、次により申請します。 

 

１ 幼稚園（認定こども園）名 

                          

 

２ 補助交付申請の対象となる事業実施期間 

      年  月分 ～     年  月分 

 

３ 補助金交付申請額                      円 

 

(内訳)  ＜ 国基準＞ 

１ 基本分                      円 

       ※ 延べ利用児童数    人 

     ２ 休日分                      円 

       ※ 延べ利用児童数    人 

     ３ 長時間加算                    円 

       ※ 延べ利用児童数    人 

     ◎満３歳未満児の預かり（４月～３月分）        円 

      ※ 延べ利用児童数    人 

     ◎就労支援型施設加算 

※ 任用期間    月 ～  月          円 

     ◎特別な支援を要する園児分 

      ※延べ利用児童数     人            円 

     ◎就労家庭児童等受入加算（４月～３月分）       円 

 

      ＜市加算＞ 

     ４ 長期休業期間日加算Ⅰ・Ⅱ             円 

       ※ 延べ利用児童数    人 

       









※消費税仕入控除税額報告書の２を「有」、３を「一般課税」とした場合に作成してください。

年 月 日 号

１　課税売上割合

÷ ＝

円 円
※端数処理はしない

２　補助金に係る仕入控除税額
　（１）　課税売上高が５億円以下で、課税売上割合が９５％以上の場合（全額控除）

× 10/110　＝

報告書「５」の金額

円 円
※１円未満切捨

　（２）　課税売上高が５億円超、又は５億円以下で課税売上割合が９５％未満の場合
　　　ア　個別対応方式の場合

　（ア）　課税売上のみに要する補助対象経費に使用された補助金

円

　（イ）　課税売上と非課税売上に共通して要する補助対象経費に使用された補助金
課税売上割合

円

報告書「５」の金額

円
※１円未満切捨

　　　イ　一括比例配分方式の場合

× 10/110　×　課税売上割合　＝

課税売上割合 報告書「５」の金額

円 円
※１円未満切捨

仕入控除税額の積算内訳表

× 10/110　＝ 0

川崎市指令　　第　　指 令 番 号

÷

①　＋　②　＝ 0

0× 10/110×

0×10/110× ＝

　　年度　川崎市幼稚園型一時預かり事業補助金

・・・②

×10/110＝ 0

＝

・・・①

補 助 事 業 名

＝

法 人 名
対 象 施 設 名

課税資産の譲渡等

の対価の額

附表2「消費税等の確定

申告書における課税売上

割合・控除対象仕入税額

等の計算表」の④の額

資産の譲渡等

の対価の額

附表2「消費税等の確定

申告書における課税売上

割合・控除対象仕入税額

等の計算表」の⑦の額

課税売上割合

附表2「消費税等の確定

申告書における課税売上

割合・控除対象仕入税額

等の計算表」の④／⑦

補助金の額の確定

額

補助金に係る

仕入控除税額

補助金の額の確定

額
補助金に係る

仕入控除税額


